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１．18年３月期の連結業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 44,329 4.2 2,784 △4.8 3,120 1.7

17年３月期 42,542 ― 2,925 ― 3,069 ―

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 1,660 △0.7 2,720 47 2,696 73 10.6 10.7 7.0

17年３月期 1,671 ― 13,531 10 13,401 14 12.3 11.6 7.2

（注）①持分法投資損益 18年３月期 　― 百万円 17年３月期 　― 百万円

②期中平均株式数（連結） 18年３月期 　600,556株 17年３月期 　121,781株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 27,254 15,613 57.3 27,000 51

17年３月期 31,266 15,755 50.4 105,407 54

（注）期末発行済株式数（連結） 18年３月期 577,299株 17年３月期 149,248株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年３月期 3,951 △681 △1,864 6,888

17年３月期 261 △615 1,506 5,482

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 １社 持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 ―社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

連結（新規） ―社 （除外） ―社 持分法（新規） ―社 （除外） ―社

２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 18,700 335 186

通　期 46,800 2,395 1,392

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　2,411円22銭
※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、経済・事業環境の変動等にか

かわる不確定要因により実際の業績は、上記予想数値と異なる場合があります。
なお、上記予想に関する事項は添付資料の連６ページ「３.経営成績及び財政状態　1.経営成績（2）次期の見通し」
をご参照下さい。
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１．企業集団の状況

　　当社グループは、当社と連結子会社１社（アダムネットテクノサービス株式会社）により構成されております。当

社グループは最先端のIPソリューションの導入検討から設計・構築に至るまでの総合的なサービスを提供しておりま

す。そのビジネス区分につきましては、ネットワークインテグレーションとディストリビューションとしておりまし

たが、平成16年12月11日の三井物産株式会社の子会社であったアダムネット株式会社、株式会社ビーエスアイとの合

併を受け、拡大した業容に対し、当連結会計年度より以下の通りに分類しております。

(1) ボイスソリューション

 金融・外資企業をはじめとした、製造、通信・メディア、システムインテグレータ等の幅広い業種へ、マルチメディ

アコミュニケーション、音声自動応答、音声認識、CRM/顧客データベースとの連携などを展開し、さらに企業内のボ

イスネットワーク構築のみならず、より高度な技術力を要するコンタクトセンタ構築などのトータル・ソリューショ

ンを提供いたします。

(2) データネットワークソリューション

  通信・システムインテグレータをはじめとした一般企業及び通信事業者から官庁・自治体、医療・文教等の公共分

野などの幅広い業種へ、自社開発サービスソリューションとネットワークシステムの導入検討から設計・構築・運用

に至るまで、総合的なネットワークサービスを提供いたします。

(3) システムソリューション

　豊富な大規模システム導入実績を基に、通信、放送事業者などへ課金システムなどのサービスシステムを中心に提

供します。また、Thin Client（シンクライアント）などのセキュリティのみならずセイフティをも確保したシステム

の企画・設計・導入・運用なども提供いたします。
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２．経営方針

１．経営の基本方針

　当社グループは、「IP Solution Provider として社会に貢献する」を社是としております。情報・通信技術の追求

と即時応用を基軸とした企業活動を通じて、社会の発展に貢献する企業である事を経営理念とし、情報・通信技術の

進歩と革新に迅速に対応し、更なる顧客の企業価値創造に貢献するため、最適且つ具体的手段を提供する事によって、

顧客と共に成長し、社会の発展に貢献するべく努めてまいります。

２．利益配分に関する基本方針

　当社グループは、株主に対する利益還元と同時に財務体質をはじめとした経営基盤の強化を重要な経営課題の一つ

として認識しております。配当につきましては、アンケート等による株主の方々のご要望を実現すべく、株主還元を

積極的に実施して参る所存です。その一環といたしまして、当連結会計期間においては、平成17年12月20日に株式分

割をし、分割後の1株当たり年間配当金を1,000円に据え置いたことにより実質増配といたしました。

　これにより、配当性向は36.8％となっております。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社におきましては、その時々の株価水準を勘案し、投資家の皆様により投資しやすい環境を整えるため、必要に

応じて投資単位の引下げを実施してまいります。当連結会計期間に関しましては、平成17年10月３日付で株式の分割

（無償交付）を決議し、投資単位の引き下げと当社株式の流動性の向上を図りました。これにより、平成17年10月31

日を分割基準日、平成17年12月20日を効力発生日として、普通株式１株を４株に分割いたしました。

４．中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

　当社グループは中長期的な戦略として、主力のボイスソリューション、データネットワークソリューション、シス

テムソリューションにおける各々の個別機能を質・量の両面において更に強化・連携し、総合力を最大限に発揮する

IP Solution Providerを目指します。ビジネスの形態においては、プロダクト型ビジネスから、より高度な付加価値

機能を伴うサービス型ビジネスへのシフトを加速し、点から面でのサービス展開、機能及び取り組み分野の総合力を

活かした多面的ワンストップサービスの提供をより強化してまいります。

　この実現に向けて当社グループは顧客視点を絶えず意識し、市場のニーズを先んじて掴み、ユーザーの利便性向上、

快適なIT環境構築を実現可能にするサービス、ソリューションの開発、更には、機能拡充、規模拡大に資するアライ

アンス及びM＆Aに積極的に取り組んでまいります。

　そして、これらの戦略をスピードを持って展開できるよう、社内体制、諸制度も適宜柔軟に見直すとともに、社会

的責任を果たせるよう内部統制の強化に努めてまいります。
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５.　親会社に関する事項

（１）　親会社等の商号等

親会社の商号又は名称

「親会社」又は「上場会社が　他　

の会社の関連会社である場合におけ

る当該他の会社」の別

親会社等の議決権

所有割合（％）

親会社等が発行する株券が上場され

ている証券取引所等の商号又は名称

三井物産株式会社 親会社 49.00

東証第１部、大証第１部、

名証第１部、札幌、福岡、

米国店頭(ナスダック) 、

(注）

（注）　ロンドン市場においてMTN（Medium Term Note）を発行しております。

（２）　親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

①　親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・

資本的関係

 　　　人事面では、社内で必要とされるスキルを補えない場合は、親会社に出向要請を行い、必要なスキルを有する

人材を出向者として受け入れております。受入出向者(平成18年３月31日現在)は２名となっております。営業取

引においては依存度は低く、他社と比べ取引条件等において特に変わるところは無く通常の取引範囲内での関係

に留まっております。

②　親会社の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やそのグループ企

業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等

　親会社の企業グループに属することによる事業上の制約、リスクについては特にございません。むしろ、親会

社のグローバル展開を通じた幅広い顧客ベース及び取引先のネットワークを有効活用することにより、当社の取

引拡大を図る上でプラス要素となっております。

③　親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策について

　当社は、親会社等からの一定の独立性を確保するために、施策として以下を実行しております。　

1) 営業取引における依存度を必要最小限とし、あくまでも自社努力による業績拡大を目指す。

2) 親会社等からの出向者受け入れ等の人的関係は継続するものの、当社の経営・事業活動において過度の影　　

　　響が及ばない様、当該出向者等の人数及び当社内における役割に関しては配慮する。

④　親会社等からの一定の独立性の確保の状況について

  当社は、上記のような施策を設けることで、親会社等からの一定の独立性を確保しております。

 （３）　親会社等との取引に関する事項

　連結財務諸表の「関連当事者との取引」に関する注記をご参照ください。

（役員の兼務状況）

役職 氏名
親会社等又は

そのグループ企業での役職
就任理由

非常勤取締役 小川　真二郎
親会社　三井物産㈱ 

 執行役員情報産業本部長

当社グループの経営戦略に対する有益

なる助言を受けることを依頼

（注）当社の取締役４名、監査役３名のうち、当該１名が親会社の執行役員を兼務しております。

（出向者の受入れ状況）

部署名 人数
出向元の親会社等

又はそのグループ企業名
出向者受入れ理由

市場調査室 １ 名 親会社　三井物産㈱
当社事業遂行上に必要とするスキルを

有することを目的とする

商品企画部 １ 名 親会社　三井物産㈱
当社事業遂行上に必要とするスキルを

有することを目的とする

（注）平成18年３月31日現在の当社の従業員は712名であります。
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３．経営成績及び財政状態

１．経営成績

(1）営業の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の動向が内外経済に与える影響等の懸念材料はあるものの、企

業収益の改善や堅調に推移する設備投資を背景に個人消費も緩やかに回復し雇用情勢も改善に向かいました。

　当社グループが属するネットワーク及びシステムソリューション業界におきましては、景況感の回復に伴い緩や

かながら回復傾向の兆しが出てまいりました。

　このような環境の下、当社グループはIP Solution Providerとして快適なIT環境の提供と複合的なワンストップ

サービス提供の実現を目指し、従来の強みであるデータネットワークソリューションに加え、ボイスソリューショ

ン及びシステムソリューションにビジネス領域を拡大し、更なる付加価値を生み出せるよう、３つのソリューショ

ンの多面的融合を進めてまいりました。

　この実現のために、新ソリューションの開発・取り扱いも引き続き積極的に進めました。とりわけ市場拡大が見

込まれるボイスソリューション分野においては、電話によるコミュニケーション損失時間低減を可能にする「NextCom 

Smart Communicator」、事業者と顧客とが交わす通話の文字列検索が可能な音声検索ソリューション「Quick Voice 

Checker」及びCisco IP Phone画面上への画像やテキスト配信・表示が可能な「NextCom CastIPhone」の販売を開始

しました。また、マネージドサービス分野においては、既存のセキュリティ運用監視サービス「NextCom 

CyberWatch」メニューの拡充を図る等、顧客のニーズに対して更に幅広く対応できるようになりました。さらにシ

ステムソリューション分野では、データマイグレーション市場に向けて移行診断、移行フレームワーク、移行実施

及び検証等のサービスを開発し、今後の主要システムソリューションとすべくプロジェクトを立上げました。

　上記のような取り組みの中で、当連結会計年度の業績は、コンタクトセンタ構築等の需要が継続したボイスネッ

トワーク関連案件は比較的堅調に推移しました。しかしながら、通信事業者や公共・文教向けのインフラ投資は低

迷しデータネットワーク構築案件が減少したこと及び顧客ニーズの多様化により受注までのリードタイムが長期化

したこと等により、売上高は対前年同期比4.2％増の443億29百万円になりました。

　利益に関しましては、合併に伴うボイスソリューション及びデータネットワークソリューションにおけるサービ

ス売上の大幅増加、システムソリューションにおける保守・開発案件の増加、また採算管理の強化による利益率向

上により、売上総利益は対前年同期比37.9％増の113億74百万円となりました。これにより、売上総利益率は25.7％

となり対前年同期比6.3ポイント増と大幅に改善いたしました。営業利益は、合併による事業規模の拡大に伴い販売

費及び一般管理費が増加したことにより、対前年同期比4.8％減の27億84百万円、経常利益は対前年同期比1.7％増

の31億20百万円となりました。当期純利益は、長期デリバティブ契約解約により3億41百万円等を特別損失に計上し

た為、対前年同期比0.7％減の16億60百万円となりました。

　　ビジネス区分別に見ますと、ボイスソリューションでは、コンタクトセンタ案件の需要が堅調に推移したことに

より、対前年同期比79.9％増の127億42百万円となりました。データネットワークソリューションは、ルータ・ス

イッチ等の需要減に伴い販売が低迷し、売上高は対前年同期比23.4％減の252億37百万円となり、システムソリュー

ションについては、対前年同期比150.9％増の63億49百万円となりました。

  ※ なお、従来のビジネス区分としてまいりましたシステム系ネットワーキング及びインフラ系ネットワーキングを

含むネットワークインテグレーションとディストリビューションにつきましては、合併を通じ実態に即した区分と

なるよう、当連結会計年度よりボイスソリューション（音声系ビジネス）、データネットワークソリューション

（データ系IPインフラビジネス）、システムソリューション（システムインテグレーションビジネス）に改めます。
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(2）次期の見通し

　次期につきましては、国内景気は回復基調にあり、企業は設備投資やM&Aなどを含む企業再編に伴いITへの設備投

資需要が高まってきております。しかしながら、ユーザのROI（投資対効果）に対する基準はより厳しくなっており、

当業界各社におきましてもユーザによる投資の選別が更に進むものと思われます。

　このような経営環境下、当社グループは主力のボイスソリューション、データネットワークソリューション、シ

ステムソリューションにおける各々の個別機能強化及び３事業の連携による総合力発揮を重点テーマとして、Speed

＆Changeを次年度のモットーに種々ビジネスの課題に取り組んでまいります。

　具体的には、ビジネス戦略面においては、プロダクト型ビジネスから、より高度な付加価値機能を伴うサービス

型ビジネスへのシフトを加速し、点から面でのサービス展開及び取組分野の総合力を活かした多面的ワンストップ

サービスの提供をより強化してまいります。また、これらの戦略に即してサービスソリューションの開発・拡充に

も努めてまいります。

　以上の戦略を推進し成果につなげるべく、組織面においては、顧客ニーズにスピードを以って対応できるよう、

各々の事業本部に在籍していたセールスエンジニアをセールスサポートエンジニアリング本部に集約し、リソース

の最適配置を適宜柔軟に行える体制を構築しました。また、営業部門、技術部門、管理部門において各々事業統括

制を敷き、総合力の発揮に向け経営・業務課題に迅速に対応できる組織体制と致しました。

　人事面におきましても、ビジネス形態により即した従業員モチベーション制度や人材育成制度の再設計を積極的

に進め、必要な投資も行い、中長期的に人材育成を強化してまいります。

　以上により、次期の連結業績予想につきましては、売上高468億円（中間期187億円）、経常利益23億95百万円（中

間期３億35百万円）、当期純利益13億92百万円（中間純利益１億86百万円）を計画しております。

　また、個別の業績予想につきましては、売上高468億円（中間期187億円）、経常利益20億30百万円（中間期２億

円）、当期純利益11億80百万円（中間純利益１億７百万円）を計画しております。

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。

経済・事業環境の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる可能

性があります。

２．財政状態

　当連結会計年度末における総資産は、272億54百万円となり、前連結会計年度末に比べて12.8％減少しました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて４億67百万円減少しました。これは主に、現金及び預金が14億５百万円、

たな卸資産が５億98百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が18億49百万円、繰延税金資産が４億67百万円減少

したことによるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて35億44百万円減少しました。これは主に、長期デリバティブ契約の解約

により繰延ヘッジ損失17億円、差入保証金19億８百万円が減少したことによるものです。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて22億９百万円減少しました。これは主に、支払手形及び買掛金が６億71

百万円減少したこと、未払法人税等６億54百万円の減少及び賞与引当金５億81百万円の減少によるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて16億60百万円減少しました。これは主に、長期デリバティブ契約の解約

によりデリバティブ債務17億59百万円が減少したことによるものです。

　資本は、新株予約権の行使（旧新株引受権の権利行使を含む）により資本金及び資本剰余金がそれぞれ３億12百

万円増加したこと、自己株式を22億58百万円で取得したこと等により、前連結会計年度末に比べて１億41百万円の

減少となりました。

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は68億88百万円と前連結会計年度末に比べて14億５百万円の増加（前

年同期比　25.6％増）となりました。

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの詳細は次の通りであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは39億51百万円の収入となり、前連結会計年度と比べて36億89百万円増加

しました。これは主に、税金等調整前当期純利益27億99百万円に、売上債権の減少17億94百万円、長期デリバティ

ブ契約の解約による差入保証金の減少15億50百万円等による資金増加が、たな卸資産の増加６億18百万円、仕入

債務の減少６億30百万円及び法人税等の支払い12億90百万円等の支出を上回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは６億81百万円の支出となり、前連結会計年度と比べて66百万円減少しま

した。これは主に、保守用設備機器等の有形固定資産の取得６億69百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは18億64百万円の支出となり、前連結会計年度と比べて33億71百万円減少

しました。これは主に、新株予約権の行使（旧新株引受権の権利行使を含む）による株式の発行収入６億24百万

円、自己株式の取得による支出22億58百万円によるものです。

　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

第12期
平成15年３月期

第13期
平成16年３月期

第14期
平成17年３月期

第15期
平成18年３月期

自己資本比率（％） ― ― 50.4 57.3

時価ベースの自己資本比率（％） ― ― 198.1 166.1

債務償還年数（年） ― ― 0.5 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― ― 205.9 2,533.8

　（注）　＊上記指標の算出方法は以下の通りです。

ａ）自己資本比率：自己資本／総資産

ｂ）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

ｃ）債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

ｄ）インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

＊キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いにつきましては、第14期までは連結損益計算書の支払利息を使用しておりました

が、より正確な数値を求めるために第15期より連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。なお、利払いに連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を用いた場合の第14期のインスタン

ト・カバレッジ・レシオは205.0になります。

＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

（参考資料）単体キャッシュ・フロー指標トレンド

第12期
平成15年３月期

第13期
平成16年３月期

第14期
平成17年３月期

自己資本比率（％） 45.9 52.5 50.8

時価ベースの自己資本比率（％） 27.6 140.7 200.9

債務償還年数（年） △8.9 0.0 2.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ △5.6 134.0 32.5
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 ３．事業等のリスク

　当社グループの事業展開その他に関してリスク要因となる可能性がある主な事項を記載しております。また、必

ずしもリスク要因に該当しない場合につきましても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項について

は、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。なお、当社グループは、これらのリス

ク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。また、文中におい

ては将来に関する事項が含まれておりますが、当社グループが判断したものであります。

（１）市場環境に関して

　当社グループの事業は、その業容上企業・官公庁によるIT投資動向に一定の影響を受けます。当社グループは

市場の動向を先んじて捉えるべく調査機能を強化し、その対応策を常に講じておりますが、市場におけるIT投資

意欲が減退し、当社グループが見込む市場動向と実際の市場成長に著しい乖離が生じた場合、当社グループの売

上高、及び利益に悪影響を及ぼす可能性があります。

（２）取り扱い製品に関して

　当社グループでは、幅広い顧客のニーズに常に対応できるよう、最先端技術の製品開拓・調達を行い、また、

マルチベンダーとして複数の仕入れ先を常時確保しサービスの付加価値向上に努めております。然しながら、急

速に変化・多様化する市場環境如何により次のようなリスクを伴う可能性があります。

①　技術

　IT業界、とりわけ通信ネットワーク市場における技術の進化が著しいことは同時に当社グループが取り扱う

製品の陳腐化が起こり得ることも予想されます。当社グループでは最新の技術動向を注視し、日夜その開拓・

取り扱いに努めておりますが、市場における全ての有力な技術に対応しきれない可能性は排除できず、結果と

して事業に悪影響を及ぼす可能性があります。

②　在庫

　当社グループでは、顧客ニーズへの迅速な対応、販売機会の最大化を目的に一部製品に関して在庫を保有し

ておりますが、顧客の事情、市場環境の変化等により在庫の市場価値が下落し、事業に悪影響を及ぼす可能性

があります。当社グループでは、社内基準に即し受注と保有在庫のバランスを管理し、リスクの最小化に努め

ると共に、一定期間毎に在庫の廃棄等を行う対策を講じております。

　　（３）他社との競合に関して

　当社グループでは、市場動向を先んじて捉え最先端の技術・製品の開拓、取り扱いに努めておりますが、競合

他社が先駆けて新製品・技術を市場に投入した場合や、競合他社とのサービス・価格競争が激化した場合、事業

に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、当社の大株主が形成する企業グループにおいて当社グループと同種

の事業を行う会社があり、市場において競合する可能性があります。

（４）プロジェクト管理、及び品質に関して

　昨今のソフトウェア開発案件の大型化・複雑化・短納期化に伴い、顧客仕様確定の遅延等により、納期遅延や

品質未達により損害が発生するリスクがあります。当社グループのシステム開発部門では、ISO9001認証に基く品

質マネジメントシステムを構築し、ソフトウェア開発案件において、品質・コスト・納期の管理を厳密に行いコ

ストオーバーランの最小化に努めております。

（５）為替相場の変動による業績への影響に関して

　当社グループの取扱製品の仕入れにおける米ドル決済の割合は平成16年３月期約48％、平成17年３月期約45％、

平成18年３月期約60％と高いため、為替相場の変動により、仕入価格に変動が生じ利益率の低下を招く可能性が

あります。ただし、当社グループはこのような為替リスクを回避するために、先物予約を行っており、外貨仕入

額のほぼ全額を外国為替予約にて決済しております。

 (６) ９月及び３月への売上集中について

　当社グループ顧客の予算執行及び検収時期の関係で、売上高が毎年９月及び３月に集中する傾向にあります。

当社の四半期ごとの売上高はこれら時期的な要因によって差異が生じる可能性があります。

（７）ストックオプション制度について

　当社では、業績向上に対する貢献意欲や志気を高めることを目的として、当社の常勤取締役、執行役員及び従

業員並びに当社子会社の常勤取締役及び従業員に対してストックオプション制度を採用しております。これらの

権利が行使されると、当社の株式価値は希薄化いたします。また、発行済株式総数の増加による需給バランスの

変動が株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

　　（８）合併に伴う諸課題の克服とシナジー創出について

　当社は被合併法人２社との融合を前提に、更なる事業の成長・拡大を目指しておりますが、事業上の相乗効果

の発揮は新しい企業文化を創造する事によって初めて可能であり、その点を認識し、社員一丸となって合併に伴

う諸課題の克服に邁進する所存です。但し、目指す通りのスピード感をもってそれが達成できない場合、十分な

合併効果を得られない可能性があります。
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４．連結財務諸表等
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成18年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金 ※１  5,487,014   6,892,819  

２．受取手形及び売掛金   12,825,080   10,975,206  

３．たな卸資産   4,615,596   5,213,662  

４．繰延税金資産   974,513   507,030  

５．その他   421,732   290,222  

貸倒引当金   △2,631   △24,891  

流動資産合計   24,321,306 77.8  23,854,050 87.5

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  378,042   427,053   

減価償却累計額  △25,401 352,641  △80,944 346,108  

(2）工具器具及び備品  3,665,504   4,235,807   

減価償却累計額  △2,087,738 1,577,765  △2,547,606 1,688,200  

有形固定資産合計   1,930,406 6.2  2,034,309 7.5

２．無形固定資産   231,630 0.7  210,770 0.8

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   77,573   63,448  

(2）差入保証金   2,439,875   531,828  

(3）繰延税金資産   539,066   536,879  

(4）繰延ヘッジ損失   1,700,848   ―  

(5）その他   25,798   32,562  

貸倒引当金   ―   △9,272  

投資その他の資産合計   4,783,163 15.3  1,155,448 4.2

固定資産合計   6,945,200 22.2  3,400,527 12.5

資産合計   31,266,507 100.0  27,254,577 100.0
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前連結会計年度

（平成17年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成18年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   7,211,766   6,540,146  

２．短期借入金   120,000   40,000  

３．未払費用   1,151,115   1,079,936  

４．未払法人税等   1,256,300   601,895  

５．前受金   1,768,590   1,713,412  

６．賞与引当金   913,054   331,814  

７．品質保証引当金   37,000   29,000  

８．その他   406,856   318,835  

流動負債合計   12,864,684 41.1  10,655,039 39.1

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   518,049   572,632  

２．役員退職慰労引当金   182,794   236,010  

３．デリバティブ債務   1,759,108   ―  

４．連結調整勘定   186,805   177,225  

固定負債合計   2,646,757 8.5  985,867 3.6

負債合計   15,511,441 49.6  11,640,907 42.7

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※２  3,801,346   4,113,733  

Ⅱ　資本剰余金   6,607,013   6,919,400  

Ⅲ　利益剰余金   5,339,571   6,822,410  

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   7,969   17,852  

Ⅴ　自己株式 ※３  △835   △2,259,726  

資本合計   15,755,065 50.4  15,613,670 57.3

負債資本合計   31,266,507 100.0  27,254,577 100.0
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   42,542,402 100.0  44,329,134 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  34,292,193 80.6  32,954,486 74.3

売上総利益   8,250,209 19.4  11,374,648 25.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  5,324,592 12.5  8,590,534 19.4

営業利益   2,925,617 6.9  2,784,114 6.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  4,272   214   

２．受取配当金  757   911   

３．為替差益  186,976   335,807   

４．連結調整勘定償却額  4,789   9,579   

５．その他  12,751 209,547 0.5 35,448 381,961 0.8

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  1,272   1,470   

２．新株発行費  9,429   10,698   

３．たな卸商品廃棄損  36,846   20,420   

４．上場手数料  14,611   ―   

５．自己株式取得費用  ―   5,893   

６．その他  3,639 65,798 0.2 7,195 45,677 0.1

経常利益   3,069,365 7.2  3,120,398 7.0

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入  28,910   ―   

２．固定資産売却益 ※３ ―   477   

３．投資有価証券売却益  14,186 43,096 0.1 30,000 30,477 0.1

Ⅶ　特別損失        

１．合併諸費用  250,959   ―   

２．固定資産除却損 ※４ 73,302   8,344   

３．投資有価証券評価損  52,645   789   

４．会員権評価損  ―   1,499   

５．デリバティブ解約損  ― 376,907 0.9 341,098 351,732 0.8

税金等調整前当期純利益   2,735,554 6.4  2,799,144 6.3

法人税、住民税及び事業
税

 1,460,588   676,159   

法人税等調整額  △396,066 1,064,522 2.5 462,886 1,139,046 2.6

当期純利益   1,671,032 3.9  1,660,097 3.7
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(3）連結剰余金計算書

  
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）      

Ⅰ　資本剰余金期首残高   4,609,918  6,607,013

 １．増資による新株の発行  892,356  312,387  

 ２．合併による増加高  1,104,738 1,997,094 ― 312,387

Ⅱ　資本剰余金期末残高   6,607,013  6,919,400

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ　利益剰余金期首残高   3,796,379  5,339,571

Ⅱ　利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,671,032 1,671,032 1,660,097 1,660,097

Ⅲ　利益剰余金減少高      

１．配当金  107,040  150,358  

２．役員賞与  20,800 127,840 26,900 177,258

Ⅳ　利益剰余金期末残高   5,339,571  6,822,410
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

   

税金等調整前当期純利益  2,735,554 2,799,144

減価償却費  427,429 628,880

投資有価証券評価損  52,645 789

会員権評価損  ― 1,499

固定資産除却損  73,302 8,344

固定資産売却益  ― △477

投資有価証券売却益  △14,186 △30,000

連結調整勘定償却額  △4,789 △9,579

たな卸資産廃棄損  36,846 20,420

貸倒引当金の増減額（△
は減少）

 △49,211 31,531

賞与引当金の増減額（△
は減少）

 394,685 △581,240

退職給付引当金の増減額
（△は減少）

 22,095 54,582

役員退職慰労金の増減額
（△は減少）

 ― 53,215

受取利息及び受取配当金  △5,029 △1,125

支払利息  1,272 1,470

デリバティブ解約損  ― 341,098

売上債権の増減額（△は
増加）

 △2,011,764 1,794,696

たな卸資産の増減額（△
は増加）

 1,795,035 △618,486

仕入債務の増減額（△は
減少）

 △1,186,814 △630,643

未払消費税等の増減額
（△は減少）

 △75,679 64,874

差入保証金の増減額（△
は増加）

 △384,393 1,550,746

役員賞与の支払  △20,800 △26,900

その他  △711,595 △210,475

小計  1,074,602 5,242,367

利息及び配当金の受取額  5,203 1,125

利息の支払額  △1,277 △1,559

法人税等の支払額  △816,658 △1,290,142

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 261,869 3,951,791
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前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

   

定期預金の預入による支
出

 △300,000 ―

定期預金の解約による収
入

 310,000 ―

有形固定資産の取得によ
る支出

 △668,447 △669,874

有形固定資産の売却によ
り収入

 ― 2,310

無形固定資産の取得によ
る支出

 △26,633 △83,299

投資有価証券の売却によ
る収入

 41,111 69,000

その他  28,716 ―

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △615,252 △681,864

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

   

短期借入金の純増減額  △160,000 △80,000

社債の償還による支出  △10,000 ―

株式の発行による収入  1,784,452 624,775

自己株式の取得による支
出

 △835 △2,258,891

配当金の支払額  △107,040 △150,358

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 1,506,576 △1,864,474

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 △147 353

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
額

 1,153,045 1,405,805

Ⅵ　合併及び新規連結に伴う現
金及び現金同等物の受入高

 1,068,728 ―

Ⅶ　現金及び現金同等物の期首
残高

 3,260,739 5,482,514

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末
残高

 5,482,514 6,888,319
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数　１社

　連結子会社名

　　アダムネットテクノサービス㈱

連結子会社数　１社

　連結子会社名

　　アダムネットテクノサービス㈱

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左

３．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

時価のないもの

同左

②デリバティブ

　時価法

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

（1）商品

移動平均法による原価法 

（2）仕掛品

個別法による原価法

③たな卸資産

（1）商品

同左

（2）仕掛品

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については、

定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。　

 　建物及び構築物 ８年～18年

 　工具器具及び備品 ５年～15年

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

　定額法

　ただし、ソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

②無形固定資産

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

①貸倒引当金

同左

 

 

 

 

②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。

②賞与引当金

同左

 

 

③品質保証引当金

　ソフトウェアの請負開発契約において、

保証期間中の瑕疵担保等の費用支出に備

えるため、過去の実績に基づいて算出し

た発生見込額を計上しております。

③品質保証引当金

同左

 

 

 

 

④退職給付引当金

　従業員への退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により、

発生の翌連結会計年度から費用計上して

おります。

④退職給付引当金

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤役員退職慰労引当金

　役員と執行役員への退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

同左

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、為替予約について振当処理の

要件を満たしている場合には、振当処理

を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　為替予約取引、通貨オプション取引、

通貨スワップ取引、外貨建有価証券及び

外貨建定期預金を手段としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

 

 

 

・ヘッジ対象

　外貨建金銭債務及び外貨建購入予定取

引を対象としております。

・ヘッジ対象

同左

 

③　ヘッジ方針

　外貨建輸入取引に係る将来の外国為替

相場変動リスクをヘッジするために、社

内規程に基づき、過去の取引事例を勘案

し、現状の取引に対応して行っておりま

す。

③　ヘッジ方針

同左

 

 

 

 

④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動額とヘッジ対象

の相場変動額を比較すること等によって、

ヘッジの有効性を確認しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　全面時価評価法によっております。 同左

５．連結調整勘定の償却に関

する事項

　連結調整勘定（貸方）の償却については、

20年間の均等償却を行っております。 

同左

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利益

処分に基づいて作成しております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左

- 連 17 -



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円

　営業保証金として差入れております。

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円

　営業保証金として差入れております。

※２　当社の発行済株式総数は、普通株式149,250株であ

ります。 

※２　当社の発行済株式総数は、普通株式607,308株であ

ります。 

※３　当社が保有する自己株式の数は、普通株式２株であ

ります。 

※３　当社が保有する自己株式の数は、普通株式30,008.24

株であります。 

　４　訴訟

　当社は、平成16年９月29日付で、富士通サポートア

ンドサービス株式会社及び富士通ネットワークソリュー

ションズ株式会社に対し、総額17億77百万円の請負代

金の支払を求める訴訟を提起しておりますが、未だ係

争中であり、現在裁判所で和解手続が進められており

ます。

　なお、請負代金に見合う仕入代金に相当する額につ

きましては、当連結会計年度末における連結貸借対照

表の「たな卸資産」勘定に含まれております。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 1,933,576千円

賞与引当金繰入額  519,049

退職給付費用 119,294

役員退職慰労引当金繰入 50,507

法定福利費 355,065

賃借料 436,627

減価償却費 412,500

給料手当 3,307,060千円

賞与引当金繰入額 297,464

退職給付費用 303,771

役員退職慰労引当金繰入 72,659

法定福利費 533,173

賃借料 852,850

減価償却費 623,488

貸倒引当金繰入額 31,531

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 28,489千円  212,831千円

※３　　　　　　　　 ――――― ※３　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

工具器具備品 477千円

計 477

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 27,640千円

工具器具及び備品 42,772

ソフトウェア 2,889

計 73,302

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

工具器具及び備品 8,227千円

ソフトウェア 116

計 8,344
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目との関係

現金及び預金勘定 5,487,014千円

担保預金 △4,500千円

現金及び現金同等物 5,482,514千円

現金及び預金勘定 6,892,819千円

担保預金 △4,500千円

現金及び現金同等物 6,888,319千円

  

２　当連結会計年度に合併したアダムネット株式会社及び

株式会社ビーエスアイより引き継いだ資産及び負債の主

な内訳は、次のとおりであります。また、合併により増

加した資本準備金は1,104,738千円であります。

―――――

 

流動資産 6,535,001千円

固定資産 2,052,567千円

 8,587,568千円

流動負債 7,063,341千円

固定負債 417,108千円

 7,480,450千円

  

３　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳

当連結会計年度にアダムネット株式会社と合併したこ

とにより新たに連結子会社となったアダムネットテクノ

サービス株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の主な内訳は、次のとおりであります。

―――――

 

流動資産 553,791千円

固定資産 66,573千円

 620,364千円

流動負債 319,749千円

固定負債 19,020千円

 338,769千円
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①　リース取引関係

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額相

当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具及び

備品
158,049 79,590 78,459

その他 6,663 1,665 4,997

ソフトウェア 22,178 9,872 12,305

計 186,891 91,128 95,762

 

取得価額相

当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具及び

備品
128,100 66,225 61,875

その他 6,663 3,887 2,776

ソフトウェア 21,475 13,688 7,786

計 156,240 83,802 72,438

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 38,253千円

１年超 59,351

計 97,604

１年内 34,068千円

１年超 40,232

計 74,301

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 55,830千円

減価償却費相当額 52,586

支払利息相当額 3,226

支払リース料 46,069千円

減価償却費相当額 43,806

支払利息相当額 2,375

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当分との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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②　有価証券関係

１.　その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 15,840 29,280 13,440 15,840 45,750 29,910

(2）債券 ― ― ― ― ― ―

①国債・地方

債等
― ― ― ― ― ―

②社債 ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ―

(3）その他 ― ― ― ― ― ―

小計 15,840 29,280 13,440 15,840 45,750 29,910

合計 15,840 29,280 13,440 15,840 45,750 29,910

２.　前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

48,111 14,186 ― 60,000 30,000 ―

３.　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 48,293 17,698

合計 48,293 17,698

　（注）　前連結会計年度において、その他有価証券の非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損52,645

千円を計上しております。
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③　デリバティブ取引関係

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

①　取引の内容及び利用目的等

　当社は、通常の営業過程における輸入取引の為替の変

動によるリスクを軽減するため、先物為替予約取引及び

通貨オプション取引を行っております。

　なお、「取引の時価等に関する事項における先物為替

予約」の内、期末に外貨建買掛金に振り当てられるもの

については、当該外貨建金銭債権債務の換算を通じて財

務諸表に計上されているので、開示の対象には含まれて

おりません。

　なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を

行っております。

①　取引の内容及び利用目的等

同左

 

 

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、為替予約について振当処理の要件を満た

している場合には振当処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワッ

プ取引、外貨建有価証券及び外貨建定期預金を手段

としております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

　外貨建金銭債務及び外貨建購入予定取引を対象と

しております。

・ヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動リ

スクをヘッジするために、社内規程に基づき、過去

の取引事例を勘案し、現状の取引に対応して行って

おります。

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動額とヘッジ対象の相場変動

額を比較すること等によって、ヘッジの有効性を確

認しております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

②　取引に対する取組方針

　通貨関連におけるデリバティブ取引については、主と

してドル建ての仕入契約をヘッジするためのものである

ため、外貨建買掛金及び成約高の範囲で行うこととし、

投機目的の為のデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。

②　取引に対する取組方針

同左
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

③　取引に係るリスクの内容

　通貨関連における先物為替予約取引及び通貨オプショ

ン取引には、為替相場の変動によるリスクを有しており

ます。また、通貨オプション取引として、ゼロコストオ

プション取引を利用する場合もありますが、当該オプ

ション取引はノックアウトオプションであり、為替相場

が思惑に反して大きく円安にシフトした場合に、オプ

ション契約が消滅します。

　通貨関連における当社のデリバティブ取引の契約先は、

いずれも信用度の高い国内外の銀行及び証券会社である

ため、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほとん

どないと判断できます。

③　取引に係るリスクの内容

同左

④　取引に係るリスク管理体制

　通貨関連等のデリバティブ取引の実行及び管理は、

「外貨建取引管理規程」に従い、経理部に集中しており

ます。また「外貨建取引管理規程」において、取引権限

の限度及び取引限度額等が明示されております。さらに、

経理部長は、月ごとの執行役員会議にデリバティブ取引

をも含んだ財務報告をすることとなっております。

　なお、社債の発行等は、取締役会の専決事項でありま

すので、それに伴うデリバティブ取引は、同時に取締役

会で決定されることとなります。

④　取引に係るリスク管理体制

通貨関連等のデリバティブ取引のうち、先物予約に関

しては年初に年間予約枠を、その他オプションなどの予

約に関しては都度、いずれも取締役会において事前承認

されてから実行しております。

　また、その管理は「外貨建取引管理規定」に従い、経

理部に集中しており、その報告はデリバティブ取引を含

んだ財務報告によって代表取締役及び経理担当取締役に

行うこととなっております。

 

⑤　その他

　「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、

この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクの大

きさを示すものではありません。

⑤　その他

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末（平成17年３月31日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

種類 契約額等（千円）
契約額等のうち１
年超（千円）

時価（千円） 評価損益（千円）

通貨オプション取引     

売建     

プット 839,580 839,580 △58,259 △58,259

合計 839,580 839,580 △58,259 △58,259

　（注）１　時価の算定方法

主たる取引銀行等から提示された価格によっております。

２　ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等は「外貨建取引等会計処理基準」により振当処理

をしております。

当連結会計年度末（平成18年３月31日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

平成18年３月14日付で長期のデリバティブ契約を解約したことにより、通貨オプション取引による期末

残高はございません。

また、ヘッジ会計を摘用しているデリバティブ取引以外で該当事項はありません。
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④　退職給付関係

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、当社は合併前の各社厚生年

金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を併

存運営しております。 

　また、連結子会社は厚生年金基金制度及び適格退職年

金制度を採用しております。

　なお、当社及び連結子会社は東京都小型コンピュータ

ソフトウェア産業厚生年金基金、三井物産連合厚生年金

基金、全国情報サービス産業厚生年金基金及び東京都電

気工事厚生年金基金に加盟しておりますが、当該厚生年

金基金制度は総合設立方式であり、自社の拠出に対応す

る年金資産の額を合理的に計算することができないため、

「退職給付に係る会計基準」（企業会計審議会：平成10

年６月16日）注解12（複数事業主制度の企業年金につい

て）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。なお、当該年金基金の年金資産総

額のうち、平成17年３月31日現在の加入人員比率等を基

準として計算した当社分の年金資産額は、2,310,796千円

であります。

１　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、当社は合併前の各社厚生年

金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を併

存運営しております。 

　また、連結子会社は厚生年金基金制度及び適格退職年

金制度を採用しております。

　なお、当社及び連結子会社は東京都小型コンピュータ

ソフトウェア産業厚生年金基金、三井物産連合厚生年金

基金、全国情報サービス産業厚生年金基金及び東京都電

気工事厚生年金基金に加盟しておりますが、当該厚生年

金基金制度は総合設立方式であり、自社の拠出に対応す

る年金資産の額を合理的に計算することができないため、

「退職給付に係る会計基準」（企業会計審議会：平成10

年６月16日）注解12（複数事業主制度の企業年金につい

て）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。なお、当該年金基金の年金資産総

額のうち、平成18年３月31日現在の加入人員比率等を基

準として計算した当社分の年金資産額は、2,901,661千円

であります。

２　退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日） ２　退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日）

退職給付債務 △623,355千円

年金資産  73,021

未積立退職給付債務 △550,334

未認識数理計算上の差異 32,285

退職給付引当金  △518,049

退職給付債務 △656,661千円

年金資産 85,712

未積立退職給付債務 △570,948

未認識数理計算上の差異 △1,683

退職給付引当金 △572,632

  

３　退職給付費用に関する事項（平成17年３月31日） ３　退職給付費用に関する事項（平成18年３月31日）

①　勤務費用 54,449千円

②　利息費用  1,825

③　期待運用収益  △433

④　数理計算上の差異の費用処理額 1,372

⑤　厚生年金基金拠出金  82,295

合計 139,508

①　勤務費用 123,202千円

②　利息費用 6,535

③　期待運用収益 △1,460

④　数理計算上の差異の費用処理額  8,751

⑤　厚生年金基金拠出金 185,616

合計 322,645

４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率（％） 2.0

③　期待運用収益率（％） 2.0

④　数理計算上の差異の処理年数（年） 5

  

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率（％） 2.0

③　期待運用収益率（％） 2.0

④　数理計算上の差異の処理年数（年） 5
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⑤　税効果会計関係

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

１．繰延税金資産の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金否認 380,709千円

未払費用否認 306,376

未払事業税否認 106,732

たな卸資産評価等引当否認 127,149

その他 53,546

計 974,513

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金否認 209,503

役員退職慰労引当金否認 73,650

減価償却損金算入限度超過額 152,648

投資有価証券評価損否認 53,859

その他 54,874

計 544,536

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △5,470

計  △5,470

繰延税金資産の純額 1,513,580

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金否認 135,512千円

未払費用否認  231,384

未払事業税否認  55,804

たな卸資産評価等引当否認  83,178

その他  1,150

計  507,030

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金否認 233,290

役員退職慰労引当金否認 96,115

減価償却損金算入限度超過額  213,917

会員権評価損否認 610

貸倒引当金 1,886

その他  3,313

計 549,132

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △12,252

計 △12,252

繰延税金資産の純額 1,043,910

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

注記を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左 

- 連 26 -



⑥　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

当連結グループは、ネットワークインフラ、コンタクトセンター、セキュリティ、モバイル、マネージドサー

ビス等のＩＰソリューションシステムの提供を中心とした事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

当連結グループは、ネットワークインフラ、コンタクトセンター、セキュリティ、モバイル、マネージドサー

ビス等のＩＰソリューションシステムの提供を中心とした事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため、該当事項はありません。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

海外売上がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

海外売上がないため該当事項はありません。
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⑦　関連当事者との取引

前連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
三井物産

株式会社

東京都

千代田区
192,492 総合商社 直接　47.38 兼任２人

ネットワー

ク機器

販売及び商

品等の購入

商品等の

販売
1,004,788 売掛金 626,206

商品等の

仕入
651,636 買掛金 463,916

その他関

係会社

株式会社

ＣＳＫ

東京都

港区
69,490

システムイ

ンテグレー

ションサー

ビス他

直接　29.83 兼任２人

ネットワー

ク機器

販売及び商

品等の購入

商品等の

販売
1,466,788 売掛金 543,237

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）１．商品の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によってお

ります。

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

当連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

（１）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
三井物産

株式会社

東京都

千代田区
192,492 総合商社 直接　49.00 兼任１人

ネットワー

ク機器

販売及び商

品等の購入

商品等の販

売（注)１
2,387,429 売掛金 156,561

商品等の仕

入（注)１
1,474,994 買掛金 639,381

（２）兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

物産不動

産株式会

社

東京都

港区
1,000 不動産業 ― ―

不動産の

賃借

建物等賃借

料（注)２
427,272

差入保

証金
356,393

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）１．商品の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によってお

ります。

２．建物等の賃借については、近隣の取引情勢に基づき、交渉の上決定しております。

３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 105,407円54銭 27,000円51銭

１株当たり当期純利益 13,531円10銭 2,720円47銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
13,401円14銭 2,696円73銭

   

  

　当社は、平成17年12月20日付で株式１株に

つき４株に株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。

１株当たり純資産額 26,351円 88銭

１株当たり当期純利益金額 3,382円 77銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
3,350円 28銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

当連結会計年度
自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 1,671,032 1,660,097

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（千円） 23,200 26,300

（うち利益処分による役員賞与金） (23,200) (26,300)

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,647,832 1,633,797

期中平均株式数（株） 121,781 600,556

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 1,181 5,287

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

（新株予約権）
株主総会の特別決議日
　平成15年６月18日
　（新株予約権の数659個）

（新株予約権）
株主総会の特別決議日
　平成17年６月17日
　（新株予約権の数98個）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（ストック・オプション制度の採用）

　当社は平成17年６月17日の定時株主総会において、商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権

方式により、平成17年６月17日定時株主総会終結時に在任

する当社の常勤取締役、執行役員及び従業員並びに当社子

会社の常勤取締役及び従業員に対してストック・オプショ

ンを付与することが決議されました。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

（決議年月日）

平成17年６月17日株主総会特別決議

（付与対象者の区分及び人数）

当社の常勤取締役、執行役員及び従業員

当社子会社の常勤取締役及び従業員

人数は取締役会にて決定する。

（新株予約権の目的となる株式の種類）

普通株式

（株式の数）

3,500株を上限とする　（注）１

（新株予約権の行使時の払込金額）

（注）２

（新株予約権の行使期間）

平成19年７月１日～平成22年６月30日

（新株予約権の行使の条件）

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行使時においても、当社の

常勤取締役、執行役員若しくは従業員又は当社の子

会社の常勤取締役若しくは従業員の地位にあること

を要す。ただし、当社又は当社の子会社の常勤取締

役を任期満了により退任した場合、当社又は当社子

会社の株主の方針により任期途中に辞任した場合、

定年退職その他正当な理由により退職した場合はこ

の限りではない。

②　上記①ただし書以下の場合であっても、当社若し

くは当社子会社の執行役員若しくは従業員たる新株

予約権者が定年退職した場合、又は当社若しくは当

社子会社の常勤取締役たる新株予約権者が退任若し

くは辞任した場合に、当社又は当社子会社の競合他

社へ再就職又は役員として就任したときは、当該再

就職又は役員就任時以降新株予約権を行使すること

ができないものとする。

 ―――――
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

③　新株予約権者が死亡した場合は、死亡の日から６ヶ

月以内（ただし、権利行使期間の末日が早く到来す

る場合は当該末日までとする。）に限り、相続人は、

新株予約権者の死亡時において本人が行使しうる新

株予約権の数を上限として権利を行使できるものと

する。ただし、当該相続人が死亡した場合、新株予

約権の再相続は認めない。

④　各新株予約権の一部行使はできないものとする。

（新株予約権1個を最低行使単位とする。）

⑤　この他の条件は、本株主総会及び取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で個別に締結す

る新株予約権割当てに関する契約に定めるところに

よる。

（新株予約権の譲渡に関する事項）

新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で権利行使されていない新株予約権の目的

たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生

じる１株未満の端株についてはこれを切り捨てる

ものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併

合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併

を行い、新株予約権が承継される場合、または、

当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合は、

当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　新株予約権１個当たりの行使に際して払込みを

すべき金額は、各新株予約権の行使により発行す

る株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」

という。）に新株予約権１個当たりの目的となる

株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予

約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く。）の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の取引の終値（以下「終値」と

いう。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満

の端数は切り上げる）とする。ただし、当該金額

が新株予約権発行日の終値（当日に終値がない場

合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合

は、当該終値の価額とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合

は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

1

分割（又は併合）の比率
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株

予約権の行使及び「商法等の一部を改正する法

律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法第

280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使によ

り新株式を発行する場合を除く。）または自己株

式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げる。

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
1株当たり
払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社

発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合

には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株当たりの払込金額」を「１株当た

りの処分金額」に読み替えるものとする。

３　新株予約権者が、行使条件に該当しなくなった

ため新株予約権を行使できなくなった場合、取締

役会の決議をもって、当該新株予約権を無償で消

却することができる。

４　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認

を要するものとする。
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５．生産、受注及び販売の状況
　当社グループは、ＩＰソリューションシステムの提供を中心とした事業を行っており、当該一事業のみを有してお

ります。従いまして、ここでは、従来より単体で作成しております区分にて、生産、受注及び販売の状況を示してお

ります。

(1）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績状況を分類すると、次のとおりであります。

 （単位：千円）

区分 金額
前年同期比（％）

ＩＰソリューションシステム事業 33,034,050 95.7

合計 33,034,050 95.7

　（注）１．金額は、外注費が含まれております。

２．当連結会計年度より区分を変更しましたが、新しい区分における仕入金額の把握が困難であるため、記載を

省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を分類すると、次のとおりであります。

 （単位：千円）

区分 受注高 受注残高
前年同期比（％） 前年同期比（％）

ボイスソリューション 14,348,423 307.5 3,215,103 199.8

データネットワークソリューション 26,568,441 89.2 7,515,498 121.5

システムソリューション 8,023,430 738.5 2,625,121 276.1

合計 48,940,294 137.7 13,355,723 152.7

　（注）１．当連結会計年度より区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分を、変更後の区分に

組み替えております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を分類すると、次のとおりであります。

 （単位：千円）

区分 金額
前年同期比（％）

ボイスソリューション 12,742,827 179.9

データネットワークソリューション 25,237,138 76.6

システムソリューション 6,349,168 250.9

合計 44,329,134 104.2

　（注）１．当連結会計年度より区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分を、変更後の区分に

組み替えております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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